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群馬県地域創生部地域創生課土地・水対策室 



令和６年地価公示結果（群馬県分）の概要 

(価格判定の基準日：令和６年１月１日) 

 

■県内の地価動向の概況 

 

 １ 概      況  

  県全体では、全用途、住宅地、商業地において地価は下落しましたが、下落率は縮小しま

した。工業地においては３年連続で地価は上昇し、全地点で２年連続で上昇しています。 
 

 ２ 用途別地点数（継続地点数）、対前年平均変動率  

用途別の平均変動率は、住宅地△0.5％（前年△0.8％）、商業地△0.5％（前年△0.9％）、

工業地 1.6％（前年0.9％）でした。住宅地及び商業地の下落に持ち直しが見られ、工業地 

については平均変動率がさらに上昇しています。 

（単位：地点、％） 

区 分 住宅地 商業地 工業地 全用途 

継続地点数 262  111  10  383  

(262) (113) (11) (386) 

対 前 年 平 均 △ 0.5  △ 0.5 1.6  △ 0.4  

変 動 率 (△ 0.8) (△ 0.9) (0.9) (△ 0.8) 

（注１）（ ）内の数値は令和５年地価公示のものです（以下同じ）。      
 
（注２）対前年平均変動率は、継続地点の対前年変動率の合計を継続地点数で除して算出したものです。 

 
 ３ 住宅地の状況  

  生活利便性に恵まれた中心部の住宅地で地域のブランド力が認められるエリア等では住

宅需要は堅調に推移しています。また、近年は中心部回帰傾向や世帯規模の縮小傾向を受

け、単身者や二人世帯向けのコンパクトタイプ住戸の供給が増加しているほか、ファミリ

ータイプの住戸についての需要も旺盛に推移しています。 

 

 ４ 商業地の状況  

主要市では軒並み下落率が縮小しました。上昇が見られる地点は、人口や都市機能が集

中する高崎駅周辺、駅前再開発事業計画の進展による発展期待感が向上している太田市、

事務所需要の回復傾向が見られる前橋市、観光客が増加し、また温泉街への入り口「温泉

門」として町の新たなシンボルの役割が期待される立体交差が竣工した草津町などです。 

 

 ５ 工業地の状況  

自然災害が比較的少ない地理的特性を活かし、大規模災害時に業務を維持するための事

業継続計画の対応や高速道路等交通ネットワークが充実していることから、東京圏を始め

東北圏等の企業からも需要が増加しています。全般的に旺盛な工業地需要、工業団地の在

庫不足等を背景に需要は強含みでの推移が継続しています。 
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■調査地点数                     

 

（１）調査地点数  ３９２地点（前年３９２地点） 

                         （単位：地点） 
住宅地 商業地 工業地 全用途 

265  116  11  392  

(265) (116) (11) (392) 
 

（注１）地点数は、総地点数です。 

 

（２）調査対象市町村   ２８市町村（都市計画区域等を有する１２市１６町村） 

 

（３）選定替標準地等 

 

①  選定替地点 

６地点（住宅地 1 地点、商業地４地点、工業地１地点） 

標準地の選定原則に合致しなくなったため、選定替しました。 

②隔年調査地点 

地価公示では、地価動向が安定している区域の一部の標準地について隔年で調査を行うこと

としています。 

・復活地点 3 地点（住宅地 2 地点、商業地 1 地点） 

・休止地点 3 地点（住宅地 2 地点、商業地 1 地点） 

 
 【選定替地点一覧】 

市町村 標準地番号 
標準地の所在及び地番 

新（令和６年） 旧（令和５年） 

高崎市 高崎５－２ 高崎市連雀町７番２ 高崎市連雀町８５番１外 

桐生市 桐生５－１０ 桐生市相生町３丁目字宿

６８番３ 

桐生市相生町３丁目字宿１０３番

３ 

伊勢崎市 伊勢崎５－１ 伊勢崎市境字町並３３４

番２外 

伊勢崎市境字町並３３３番２ 

太田市 太田５－２ 太田市岩瀬川町５２９番

６ 

太田市西矢島町３７０番４４外 

太田市 太田９－１ 太田市脇屋町９９７番４

外 

太田市高林北町１１２０番１外 

みなかみ町 みなかみ－２ 利根郡みなかみ町後閑字

北入河原２０５番２ 

利根郡みなかみ町後閑字北入河原

１７４番１外 

 

【隔年調査地点一覧】 

 復活地点 

市町村 標準地番号 標準地の所在及び地番 

前橋市 前橋－４２ 前橋市国領町２丁目１３３番３ 

「国領町２－８－１１」 

藤岡市 藤岡５－２ 藤岡市藤岡１８７番１ 

館林市 館林－２ 館林市近藤町字障子１７８番８１３ 
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休止地点 

市町村 標準地番号 標準地の所在及び地番 

高崎市 高崎５－４ 高崎市住吉町１５番６ 

太田市 太田―７ 太田市大原町８０９番１６ 

伊勢崎市 伊勢崎－１７ 伊勢崎市今泉町２丁目１０１３番２ 

 

■結果概要                         

 

１ 対前年変動率の推移                             

（１）全用途の対前年平均変動率は△0.4％（前年△0.8％）となり、平成５年に下落に転じ

て以降３２年連続で下落となりました。 
 

 【全用途：対前年平均変動率の推移】                 （単位：％）  

 

（２）用途別・対前年変動率状況別地点数は、住宅地及び商業地は全体としてマイナスの地点が多

い中で、住宅地はプラス地点が１５地点、商業地はプラス地点が１６地点増加しました。工

業地は２年連続で全地点プラスとなっています。 

 

【用途別・対前年変動率状況別地点数】           （単位：地点） 
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（３）対前年変動率プラスの地点は次の８７地点（住宅地４９地点、商業地２８地点、工業地

１０地点）で、前年より拡大しています。なお、前年は５７地点（住宅地３４地点、商業地１２

地点、工業地１１地点）でした。 
 【住宅地：対前年変動率プラス地点（４９地点）】         （単位：％、円／㎡） 
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（注１）標準地に住居表示がある場合、｢ ｣内に表示しています（以下同じ）。 

（注２）標準地が区画整理事業による仮換地又は土地改良事業の一時利用地となっている場合、()内に当該事業

による工区名、街区番号、仮換地番号等を表示しています（以下同じ）。 

 

 
 
 
 
 

5



【商業地：対前年変動率プラス地点（２８地点）】           （単位：％、円／㎡） 
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【工業地：対前年変動率プラス地点（１０地点）】           （単位：％、円／㎡） 

 

（４）対前年変動率０％の地点は８０地点（住宅地６７地点、商業地１３地点、工業地０地点） 

です。 

なお、前年は６４地点（住宅地４７地点、商業地１７地点、工業地０地点）でした。 

 
（５）住宅地・商業地の下落率の大きい地点は次のとおりです。 

 【住宅地：対前年変動率低位地点】                 （単位：％、円／㎡） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7



 
【商業地：対前年変動率低位地点】                   （単位：％、円／㎡）

 
 

（６）市町村別の住宅地・商業地の対前年平均変動率の状況は次のとおりです。 

【住宅地：市町村の対前年平均変動率の状況】                 （単位：％） 

 
（注１）太田市、吉岡町はプラスに転じました。 
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【商業地：市町村の対前年平均変動率の状況】                 （単位：％） 

 

（注１）高崎市、太田市、草津町はプラスに転じました。 

（注２）商業地の標準地を有するのは 23 市町村です。 

 

（７）市町村別の対前年平均変動率プラスの地点数は次のとおりです。 

【市町村別・用途別対前年変動率プラス地点数】         （単位：地点） 
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２ 価 格                                   

 

（１） 全用途の平均価格は、45,100 円／㎡です。 

 
（２）用途別の地点数（総地点数）及び平均価格は次のとおりです。 
【用途別の地点数及び平均価格】             （単位：地点、円／㎡） 

 

（注１）平均価格は、各地点の価格の合計を総地点数で除して算出したものです。 

（注２）継続地点（３８３地点）における全用途の平均価格は、４４，７００円／㎡です 

 
（３）住宅地・商業地の価格上位地点は次のとおりです。 
 

【住宅地：価格上位地点】                    （単位：円／㎡、％） 

  
（注１）高崎－４３は、平成２９年から８年連続で住宅地の最高価格地点となっています。 

 

【商業地：価格上位地点】                    （単位：円／㎡、％） 

 

（注１）高崎５－１は、平成８年から２９年連続で商業地の最高価格地点となっています。 
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令和６年地価公示のあらまし 

 

１ 地価公示の目的  

地価公示は、地価公示法の規定に基づいて、昭和 45 年（群馬県は昭和 49 年）から実施して

いるもので、毎年１回、国土交通省土地鑑定委員会が公示区域内の標準的な土地（以下「標準

地」という｡)の正常な価格（以下「公示価格」という｡)を判定し、公示します。 

一般の土地の取引価格に対して指標を提供するとともに、公共事業用地の取得価格算定の規

準とされる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的としています。 

 

２ 調査主体  

国土交通省土地鑑定委員会 

 

３ 調査対象市町村数  

28（12 市 16 町村） 

 

４ 調査地点数  

392（前年と同数）  ※全国：26,000（前年と同数） 
 

  【調査地点数】              （単位：地点） 

住宅地 商業地 工業地 全用途 

265  

(265) 

116  

(116) 

11  

(11) 

392  

(392) 

注） （ ）内の数値は令和５年地価公示のものです。 

 

５ 標準地の選定基準  

標準地は次の点に留意して選定しています。 

(1) 標準地の代表性 

標準地は、市町村の区域内において、適切に分布し、当該区域全体の地価水準をできる限り   

代表しうるものであること。 

(2) 標準地の中庸性 

標準地は、当該標準地が設定される区域（以下「標準地設定区域」という。）内において土 

地の利用状況、環境、地積、形状等が中庸のものであること。 

(3) 標準地の安定性 

標準地は、標準地設定区域内における安定した土地の利用状況に配慮したものであること。

また、土地の利用状況が移行している地域内にある場合にあっては、そのような変化に十分に

配慮したものであること。 

(4) 標準地の確定性 

標準地は、明確に他の土地と区別され、範囲が特定できるものであること。また、選定する    

標準地の特性を踏まえ、範囲の特定する方法を広く考慮することで、範囲の特定が容易な地点   

に偏ることがないように配慮すること。 

 

６ 価格判定の基準日  

令和６年１月１日 
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７ 標準地の価格判定  

標準地の価格は、１地点につき２名の不動産鑑定士の鑑定評価を求め、国土交通省土地鑑定

委員会において審査のうえ、基準日における１平方メートル当たりの正常な価格を判定しま

す。なお、群馬県内の鑑定評価は、31 名の不動産鑑定士が行いました。 

注１） 公示価格は、土地の利用が同質と認められる地域の標準的な画地の価格水準を示すものであり、最

高又は最低価格を示すものではありません。 
注２） 土地の価格は、同一の地域であっても地積、形状、接面道路等個別の価格形成要因の違いに応じて

異なります。 

 

８ 周知措置  

(1) 官報における公告 

官報により国土交通省土地鑑定委員会公示として公示されます。 

(2) 市役所、町村役場における閲覧 

市役所、町村役場の担当課において、標準地の価格やその他の公示された事項を記載した 

書面を閲覧することができます。 

(3) 県庁における閲覧 

県民センター等で自由に閲覧できるようにしています。 

また、国土交通省及び県のホームページでも標準地の価格やその他の公示された事項等が        

閲覧できます。 

 

９ 地価調査との比較  

区 分 地価公示（令和6年） 地価調査（令和5年） 

根 拠 法 令  地価公示法  国土利用計画法施行令 

調 査 主 体  国土交通省土地鑑定委員会  都道府県知事 

価格判定基準日  毎年１月１日  毎年７月１日 

調 査 地 域  公示区域（12市16町村）  県内全域（12市23町村） 

調査対象地点 

 

 

 宅地 392地点 

 

 

 宅地 367地点 

 林地   6地点 

 計  373地点 

注） 「公示区域」とは、都市計画区域及びその他の土地取引が相当程度見込まれるものとして国土交通省令

で定める区域をいいます。 

10 平均価格及び平均変動率  

(1) 平均価格 

標準地ごとの１平方メートル当たりの価格の合計を当該標準地数で除して求めたものを

いいます（算出した値の 10 の位を四捨五入し、100 の位までを表示）。 

(2) 平均変動率 

継続標準地ごとの価格の対前年変動率の合計を当該継続標準地数で除して求めたものを

いいます（算出した値の小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位までを表示）。 

（例）Ａ市：住宅地３地点（総地点数３、継続地点数２） 

    ・Ａ－１ 50,000 円 △2.0％ 

    ・Ａ－２ 46,000 円 △2.4％ 

    ・Ａ－３ 44,000 円 選定替地点のため対前年変動率なし 

 Ａ市の平均価格  （50,000(Ａ－１)＋46,000(Ａ－２)＋44,000(Ａ－３)）÷３ 

                           ＝46,666 → 46,700 円 

 Ａ市の平均変動率  （△2.0(Ａ－１)＋△2.4(Ａ－２)）÷２＝△2.2            

→  △2.2％ 
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